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［報告事項］

⑴ 都市計画道路網の⾒直しについて
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１背景と⽬的
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いわきの都市計画道路の変遷と現状
▶都市計画道路とは、円滑な都市交通を確保し、良好な都市環境を形成するため、ルート
や幅員などを定め、都市施設として、都市計画に位置付けられた道路のこと

▶都市計画道路は円滑な移動の確保（交通機能）、良好な都市空間の形成（空間機能）、
都市構造の形成（市街地形成機能）の観点から決定される

▶昭和41年のいわき市発⾜に伴い、旧５市・２町の都市計画道路をいわき都市計画道路と
して決定され、⼈⼝増加・市街地拡⼤に合わせて都市計画道路も追加変更

▶平成20年に再編計画を策定し、重要性・必要性の低い都市計画道路の⾒直しと変更⼿続
き※を⾏うとともに、都市計画道路の整備を⾏ってきたが、整備率は約76％と未整備路
線も未だ残っている状況
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※平成28年度までに27路線（県決定６路線、市決定21路線）の都市計画⼿続きを実施
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２評価フロー・⾒直しの考え⽅

市内の既決定都市計画道路

整備済みの都市計画道路未整備／概成済の都市計画道路

事業中の路線事業計画のない路線

都市計画決定から
20年以上経過

都市計画決定から
20年未満

その他
対象とすべき路線

⾒直し対象（31路線） ⾒直し対象外（93路線）

（124路線）

（36路線） （88路線）

（31路線） （5路線）

（30路線）

（1路線）

（1路線）

（1路線）

（0路線）

⼩名浜道路、関本中四沢線、搔
槌⼩路幕ノ内線、錦東幹線
並⽊の杜１号線

⾒直し対象路線の抽出

※ ⼩名浜豊間線は平成24年に都市計画決定された路線であるが、⼩名浜四倉線として昭和24年に豊間四倉線と⼀体となって決定されていた
ことから、⾒直し対象路線に含めることとする

⼩名浜豊間線
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３今後の予定

第二次再編計画（素案）の報告

９月25日
10月２日

市都市計画審議会への第二次再編計画（案）の諮問３月ごろ

都市計画道路網見直しの検討報告①

県・市道路管理者、
都市計画決定権者との協議

第二次再編計画（素案）の作成

５月24日

第二次再編計画の策定、都市計画変更の手続きへ

都市計画道路網見直しの検討報告②

１月 第６回幹事会（道路）
２月 第１1回協議会

本⽇
第 ５回幹事会（道路）
第10回協議会

第８回協議会

検討ステップ時期

※ 第９回協議会は、７⽉24⽇〜８⽉１⽇の期間において書⾯にて開催



⑵ いわき市地域公共交通利便増進実施
計画策定等業務委託について
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［報告事項］



いわき市地域公共交通利便増進実施計画策定等業務委託について
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① バス路線の最適化

《事業例》
運行ダイヤの平準化、経由先の統一、他交通機関との接続改善、ICTの活用等

① 多様な交通手段の確保、輸送手段の効率化

《事業例》

タクシー、シェアリングモビリティ、新モビリティ 等

公共交通ネットワーク図を基に利便性が高く、持続可能な
公共交通の構築を目指すため次の内容について検討を実施

＜公共交通ネットワーク図＞

運
行
ダ
イ
ヤ
の
平
準
化

15分ずつ

② 公共交通不便地域における移動手段の確保
《事業例》

ボランティア輸送、自家用有償旅客運送 等

《事業例》
公共交通ネットワーク形成に向けた路線網の見直し、補助路線の見直し

②路線バスの利便増進

⑵ その他交通の利便増進に関する検討

１ 委託概要

２ 利便増進実施計画の内容
⑴ 路線バスの利便増進に関する検討
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⑴ 業 務 名 ： いわき市地域公共交通利便増進実施計画策定等業務委託

⑵ 受 注 者 ： 株式会社ケー・シー・エス福島営業所

⑶ 委託期間 ： 令和５年８月２９日～令和６年３月１５日

【委託内容】
① 利便増進実施計画策定支援業務
② タクシーを活用した域内交通確保実証事業

市街地部

中山間部

経
由
先
の
統
一



⑶ 磐越東線活性化に向けた取組みについて
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［報告事項］



磐越東線活性化対策協議会の検討体制

全体会議

⽔郡線 磐越東線

「福島県鉄道交通活性化協議会」（県）
構成：県、市長会、町村会、沿線48市町村

✔広域的視点から議論
✔各路線の検討

に対する進行管理

✔路線毎の具体的な
対応を議論

磐越⻄線 只⾒線
⽔郡線活性化対策協議会
■設置
平成５年５⽉19⽇

■構成員
郡⼭市、須賀川市、⽟川
村、⽯川町、浅川町、棚
倉町、塙町、⽮祭町、古
殿町、平⽥村、鮫川村の
11市町村＋福島県（令和
４年12⽉加⼊）

磐越東線活性化対策協議会
■設置
令和５年３⽉29⽇

■構成員
郡⼭市、いわき市、⽥村
市、三春町、⼩野町の５
市町＋福島県

 令和４年８⽉の⼤⾬に
より濁川橋りょう等が
被災したが、令和５年
４⽉１⽇に全線再開通

 全線再開通後、利⽤促
進に向けた枠組みづく
りを検討

 令和４年10⽉１⽇から
上下分離⽅式により全
線運転再開

 現在、「第２期只⾒線
利活⽤計画」の策定に
向け、沿線⾃治体、Ｊ
Ｒなど関係者で議論

※収⽀公表の対象となっていない常磐線についても、「常磐線活性化対策協議会」（平成７年設置）の組織あり。
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令和５年度の進め方

令和５年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 １1月 １2月 1月 2月 3月

幹
事
会

幹
事
会

協
議
会

︵
県
・
市
︶

幹
事
会

幹
事
会

協
議
会

︵
県
・
市
︶

・次年度
事業計画

・中間報告

ワーキンググループ
（アイディア募集）

体制検討 交通担当者会議（各種検討）

調査事業実施の検討
国の動向把握

実施可能な事業から着手

現状把握

次
年
度
事
業
へ

今年度実施する自治体独
自の検討や取組みがあれ
ば、協議会のパイロット事
業として位置づけ検討に
フィードバック

9



⑴ 公共交通ネットワークの形成に向けた
検討について
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［協議事項］



平⽇ ⼟曜 ⽇曜・祝⽇
R5.3⽉以前 799 420 384

（現⾏）R5.4⽉ダイヤ改正 735 419 388

便数増減 ▲64 ▲1 4

平⽇ ⼟曜 ⽇曜・祝⽇
改正前 735 419 388

改正後 735 362 339

便数増減 0 ▲57 ▲49

〇令和５年４月ダイヤ改正

〇令和５年7月ダイヤ改正

相次ぐ離職者によるドライバー不足が深刻な状況にあり、
路線バスの減便を重ねざるを得ない状況

〇令和５年10月ダイヤ改正

平⽇ ⼟曜 ⽇曜・祝⽇
改正前 735 362 339

改正後 678 357 333

便数増減 ▲57 ▲5 ▲6

平⽇
▲121

⼟曜
▲63

⽇曜・祝⽇
▲51
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【利便増進実施計画】 利用者の少ない路線や利用実態に合わせた新たな交通の導入に向けた検討

路線バス
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・ 路線バスにおける最大限効果的な運行方策や路線の再編

・ 利用者ニーズに対応した乗合交通の導入

【検討イメージ】

路線バス
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NT
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⑵ 川前地区における⾃家⽤有償旅客運送
の検討について
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［協議事項］



⾃家⽤有償旅客運送導⼊の流れ
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地域の輸送課題の把握
（アンケート等）

交通事業者に対して地域の移動
ニーズに対応した交通の導⼊提案
を求める

交通事業者による
具体的な提案なし

NPO等による地域交通の確保に
係る交通事業者との協議が整う

１ 運⾏形態 ２ 運⾏範囲
３ ⾏き先 ４ 運⾏⽇時
５ 対価 ６ 利⽤対象者

● ⾃家⽤有償旅客運送の実現に向けて、
決定すべき事項

いわき都市圏総合都市交通推進協議会

今ここ
いわき都市圏総合都市交通

推進協議会で協議

国⼟交通⼤⾂に
⾃家⽤有償旅客運送の

新規登録申請

新規登録完了

令和4年11⽉28⽇第6回協議会

令和5年1⽉31⽇第7回協議会

令和5年11⽉下旬を予定

令和6年2⽉を予定

自家用有償旅客運送導入の流れ
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自家用有償旅客運送 協議会での合意が必要なもの

〇運送の区域

〇旅客から収受する対価

〇運送しようとする旅客の範囲

〇運行管理の実施方法

いわき市川前町及び⼩野町（発地、着地のいずれかが川前町）

定額制
・川前町内利⽤・・・100円/⽚道・⼈
・川前町外利⽤・・・1⼈での利⽤ 2,000円/⽚道・⼈

2⼈での利⽤ 1,500円/⽚道・⼈（500円引き）
3⼈以上での利⽤ 1,000円/⽚道・⼈（1,000円引き）

・いわき市川前町居住者及び観光旅客その他川前町を来訪する者

運⾏前の運転者の健康状態の確認・アルコール検査について、対⾯もしくは
IT機器を活⽤したテレビ電話等での確認を可能とする



NPO法⼈おおか ⾃家⽤有償旅客運送
地区内交通と磐越東線、路線バスとの連携を検討しています！
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《⾃家⽤有償旅客運送》
・地域内輸送

【集会所、支所、郵便局などへ】

・磐越東線との接続
【いわき、郡山方面へ】

・バス路線（小白井）との接続
【川内村などへ】

・小野町
【病院、商業施設などへ】



⑶ 平まちなかにおける域内交通の検討
について
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［協議事項］



平まちなかにおける交通について
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まちなか定住促進と連携した公共交通の利用促進

☛ まちなか居住者のニーズに応じた利便性の⾼い域内移動⼿段を確保

基本目標Ⅰ PJ-2公共交通利用転換ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ基本目標Ⅰ PJ-2公共交通利用転換ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

地
域
公
共
交
通
計
画

既存の公共交通機関 多様な域内移動⼿段

デマンド交通 乗⽤タクシー

鉄道 路線バス シェアリングサービス

グリーンスローモビリティ

▶公共交通の利⽤促進
▶⾃家⽤⾞に依存しないライフスタイル

平まちなかにおける多様な移動⼿段による円滑な移動環境の実現

・中心市街地の交通利便性向上
・地域内の回遊性の向上

賑わいの創出
経済活性化等につなげる

既存の公共交通機関 ニーズに応じた域内移動手段

○平まちなか（拠点部）における域内移動⼿段の確保の⽅向性



⑷ 遠野地区の移動⼿段検討業務の発注に
ついて
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［協議事項］



遠野地区の移動⼿段検討業務の発注について
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遠野地区 産学官民連携による検討

地域の課題や実態に即した公共交通システムを構築

・教育機関に需要調査や検討、ワークショップなどの
コーディネートを委託発注予定

○ 遠野地区については、地域公共交通計画にて地域住民のセーフティネットとなる域内移動
手段の確保が必要な地域と位置づけられており、今後、産学官民が連携し交通の検討を進める。

内 容 ⾦額（千円）

遠野地区の移動⼿段の検討業務委託 250

地域
住民・利用者

地域旅客運送サービス

公共交通機関による
拠点間輸送

路線バス、タクシー等

地区内輸送

ボランティア輸送、自家用有償輸送

福祉輸送、病院・商業施設等の

送迎サービスなど

（検討イメージ）

・地方自治法施行令第167号の２第１項第１号を準拠し、
少額随意契約にて検討業務を発注

（予算額）


